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　様 式１　活動・一般プログラム申請用 

平成25（2013）年度　年賀寄附金配分申請書
日本郵便株式会社　御中

　以下により年賀寄附金配分申請をいたします。　（該当する□を■としてください。）
	申請日
	平成24（2012）年　１１月２２日

	団体種別
	□1社会福祉法人　□2更生保護法人　□3特例財団法人　□4特例社団法人　

□5公益財団法人　□6公益社団法人　■7特定非営利活動法人（NPO法人）

	フリガナ
	

	団体名称


	（団体種別はここに記載しないでください。）
　　メンターネット

	
	法人のホームページ：□無　■有（http://mentor.or.jp/           　　　　　            ）

	フリガナ
	オカザキ　ヒロユキ
	役職
	理事長

	法人代表印

（必須）

	団体代表者

氏　　　名
	岡崎　博之

	
	
	

	団体所在地
	（郵便番号　703－8256　）
岡山県岡山市中区浜６０４番地３　トラスト井上ビル２F　BIO原尾島オフィスB-7

	
	TEL:　０８６－２７２－９８３９　　　FAX: ０８６－２７２－９８４０　　　　　　　　　　　
Email: visa@mentor.or.jp 

	フリガナ
	タガシラ　ケンジ
	役職

	理事・事務局長


	実施責任者役職・氏名
	　田頭　健司

	
	

	連絡先住所
	（郵便番号700－0927）
岡山県岡山市北区西古松1-15-20 ドミール坂本１０１号室


	
	TEL:086-266-5826　　　　　　　FAX:086-266-5826 　　　　　　　　　
Email:（必須）kentagashira@ybb.ne.jp 

	＊事務局からの連絡・書類の送付は、全て実施責任者宛に行います。事業の内容について日常的にお問合せのできる方を実施責任者として選定してください。Emailは携帯mailでも可能です。Emailの記載は必須です。

	申請事業区分
※主となる区分1つだけ選択
	□1社会福祉増進 □2非常災害救助 　□3特殊疾病研究 □4被爆者援助 □ 5事故水難救助

□6文化財保護　 □7青少年健全育成 □8健康保持増進 ■9留学生援護 □10地球環境保全

	申請事業名
	「～の～のための～事業」のように事業の対象又は種別、事業目的、事業内容等が分かる名称を具体的に記入ください。（記入例：「障がい者の社会参加の機会拡充のためのサロン活動事業」）

	
	ICTを活用した研修・技能実習生への多言語による法的保護情報講習及び日本語学習支援事業

	申請事業の内容
（概要）
	１、ベトナム、カンボジア、フィリピン、中国等開発途上国の技能実習生に対する法的保護情報講習を多言語で動画により視聴してもらう。　２、事前（来日前）及び来日後の日本語・日本での生活一般に関する知識等を動画システムでライブ中継、ビデオ・オン・デマンドで学習してもらう。上記の活動及び交流会・懇談会・セミナー等を行う。

	繰越剰余金
	直近の収支決算書に記載された法人全体の次期繰越剰余金金額を記入ください。

	
	    235,958円

	繰越剰余金の
予定使途内容
	繰越金額が1億円以上の場合は、本項の記載は必須であり、記載の無いものは欠格となります。その資金使途予定内容を具体的に記入ください。使途予定がない場合にもその旨を必ず記入ください。

	
	

	申請事業費
	①配分申請金額

	
	３
	４
	０
	０
	０
	０
	０
	円

	
	②自己負担金額
	
	
	９
	６
	８
	０
	０
	０
	円

	
	③事業費総額

（①＋②）
	
	４
	３
	６
	８
	０
	０
	０
	円


（注：申請事業費①～③は事業費の内訳の同一項目の金額と同じ。配分申請金額は千円未満切捨て。）

	※ここから下の部分は事務局使用欄ですので、記入しないでください。

	
	先駆性
	社会性
	実現性
	緊急性
	

	・
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	申請団体（法人）について（申請施設ではなく申請団体全体でご記入ください。）

	法人設立登記年月：（西暦）　２００４年７月　　　　

	団体常勤役職員数（　　　　　　　１人）

	昨年度の支出総額：　　　　　　１，３６４，６０６円（自平成２３年７月～至平成２４年６月）

	昨年度の収入総額：　　　１，２９６，００６円

	　（収入内訳）

	　　会費　　　　　　　　　　１１７，０００円　

	　　一般寄付金　　　　　１，１２９，０００円　

	　　事業収入　　　　　　　　　　　　　　　円　主な収入源（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	

	　　民間助成金等　　　　　　　５０，０００円　主な資金源（中国労働金庫・岡山ＮＰＯセンター　）

	　　行政補助金等　　　　　　　　　　　　　円　主な資金源（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	　　その他　　　　　　　　　　　　　　　６円　主な資金源（預金利息　　　　　　　　　　　　　）

	設立目的：

	当法人の定款の事業目的には、「情報技術（I.T）を活用して、多文化協働社会の実現を目指し、自立と相互扶助の精神のもと、仕事づくりと起業を追及する日本人及び在日外国人に対して職業能力の開発、雇用機会の拡充及び創業を支援する事業等を行い、地域経済の活性化に寄与することを目的とする。」と明記しています。2004年7月に設立以来「多文化協働の仕事づくり・まちづくり」をコンセプトにして、在住外国人の入国在留（ビザ）相談、就労・起業支援を行う中で、「多文化共生社会」の実現を目指しています。
人口減少・デフレ等時代と環境変化に対応させて、動画システムを活用した「留学生就労ガイダンス・入管の要件」「改正入管法について」など「人権の擁護」「国際協力」「多文化共生」の広報活動を行っています。

	活動内容と実績：

	１、在住外国人と関係者の在留資格・行政・生活相談等、人権擁護のための相談事業（毎年百数十件）とそれに基づく個別支援（創縁社会づくりプロジェクト）。

２、技能実習生の管理団体である事業協同組合と協働した多言語の法的保護情報講習及び日本語学習支援。

（平成２２年度年賀寄附金配分助成金でのテレビ会議による技能実習生相談、日本語学習支援セミナー、技能実習生関連団体懇談会、技能実習生向けチラシ・リーフレット配布を含む）

３、留学生や日系ブラジル人など在住外国人の就労・起業支援を通じての地域経済の活性化。
　（留学生就活セミナー・日系ブラジル人の基金訓練等への協力、大学・専門学校のキャリアセンターとの懇談、「投資・経営」在留資格取得による起業支援）

４、ホームページやICT・動画システムでの「多文化共生」の広報。

５、岡山県、岡山市の多文化共生組織及び岡山ＮＰＯセンターのネッワークに参加し活動。

	事業の実施される施設：（申請事業を団体全体で実施される事業の場合は記入不要です。）

	施設名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（施設設置：（西暦）　　　　 年　　　　月）

	所在地：（〒    －　　　）

	施設の種類･内容：

	設立目的：

	

	活動内容と実績：

	


申請と配分の状況等：

	(1) 年賀寄附金助成への過去の申請状況：（分かる範囲で記入ください。）

	　　□今回初めて　■2012　□2011  ■2010  □2009  □その他（　　　　　　　　　　　　　　）

	(2) 年賀寄附金助成の過去の受給状況：（分かる範囲で記入ください。）

	　　□2012　□2011　■2010　□2009　□2008　□その他（　　　　　　　　　　　　　）

	(3) 他の助成団体への申請状況：（年賀寄附金助成へ申請した事業と同一の事業を他の助成団体に併行して申請することは可能ですが、他の補助金・助成金の配分が決定した場合には年賀寄附金助成金配分辞退の有無を含め事務局へ速やかにご連絡ください。）

	　　他団体への重複内容での併行申請：■無　□有（助成決定通知予定日：（西暦）　　　年　　　月頃）

　　有の場合申請先助成団体名：（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	(4) 今回の本助成事業を何で知ったか以下に印をつけてください。（複数回答可）

　□ＷＥＢサイトやメーリングリスト（サイト・リスト名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　□郵便局窓口のポスター・リーフレット（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　□新聞・雑誌・広報誌・機関紙・ＴＶ等（媒体名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　□行政・団体・知人等から（紹介者所属等：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　■年賀寄附金事務局からの連絡

　□過去に申請経験がある
　□その他（具体的に記述をお願いします：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	(5) 年賀寄附金配分助成についてのご意見、改善希望等があれば記述ください。

　　本助成の原資は寄附金付年賀はがきの寄附金です。助成を活発にするためには寄附金付年賀はがきの活用をいただくことが大切です。貴法人での活用、関係先へのお勧め等につき実施方策やアイデアなどありましたら記載ください。

	平成２２年度年賀寄附金配分助成の際に意見を述べた「自己負担金額半額程度という基準は申請が困難」という点はすでに改善されています。迅速な対応に感謝します。



	チェックリスト（全ての項目にチェックのあることが必要です。）

	チェック項目
	①最新決算時において法人設立登記後１年以上経過し、かつ１年間の年度決算書を確定していること
	■はい

	
	②申請団体に公益に反する行為等のないこと
	■はい

	
	③申請事業は10分野に含まれる事業であり、その事業は定款等の記載範囲内であること
	■はい

	
	④申請事業は国内で実施される事業であること
	■はい

	
	⑤申請書１ページ目に法人代表印の押印
	■　有

	提出書類
	⑥都道府県知事等の意見書（押印された原本）
	■　有

	
	⑦直近の申請団体全体としての収支決算書の写し
	■　有

	
	⑧直近の申請団体全体としての収支予算書の写し
	■　有

	
	⑨定款又は寄附行為の写し
	■　有

	
	⑩見積書（入手した見積書全て）の写し
	■有 □無

	
	⑪団体及び事業内容に関する添付資料
	■有 □無


　申請される事業内容は本申請書によって審査されます。参考資料は添付していただいてかまいませんが、必要な事項は資料参照とはせずに必ず本申請書に内容を記述してください。
	配分申請事業の説明

	(1) 申請事業の背景・必要性及び目的：（なぜ必要か、どのような目的で活動を行うのかを簡潔に記述ください。）

	１、事業の背景・必要性：２０１０年７月より外国人研修制度が廃止され技能実習制度が新設された。その中で、来日直後の１か月間は日本語を中心とした講習期間とされた。その中に１日・８時間の「法的保護情報講習」が義務づけられた。しかし、日本語については２か月目からは教育されず、入国後１０か月目の日本語の試験が不合格になる者もある。来日前の１６０時間以上の日本語教育についても現地講師や教材の不十分さもあり、来日時には会話ができる程度の日本語能力なので受入企業でトラブルになる事例が多い。

「法的保護情報講習」についても不十分な講義が見受けられる。特に、フィリピンのタガログ語、カンボジアのクメール語などは国際研修協力機構・JITCOのテキストさえ無い状態である。
２、目的：①日本語、日本での生活習慣、法的保護情報講習の学習支援として、多言語で翻訳したパワーポイント付きの動画システムでNPO法人メンターネットのホームページに掲載し、いつでもパソコンで継続的に学習できるようにする。そのことにより、技能実習生受入企業（実習実施機関）が法令順守をし、日本語でのコミュニケーションを図り、技能実習生が３年間、安全・安心な仕事と生活を送ることができる。
②全国各地の企業へ配属された技能実習生への日本語教育をライブ中継により、週１回、定期的に行う。
交流はイベントを含めて管理団体である協同組合別に動画システムを使用し行う。これは母国語で交流できる効果がある。③来日前の事前日本語教育については、日本で講義をし、ビデオ・オン・デマンドに編集し、ベトナム、カンボジア、フィリピン、中国等の日本語教育機関から希望を募り、チェックを兼ねた会話中心の講義を受けることができ、学習効果の向上が期待できる。④上記を成功させ、全国的に普及させるために中小企業団体中央会及び日本語学校などの協力を得て、関係者の交流会・懇談会・セミナーを開催する。

	(2) 申請事業の具体的内容：（どのような事業を実施するのか事業内容を実施スケジュールや事業費内訳と関連付けて具体的に記述ください。） 

	岡山県中小企業団体中央会が岡山県外国人技能実習生受入組合協議会加盟の協同組合へ行ったアンケートでも一番の要望は、入国後、１か月間の「講習期間」の日本語研修や法的保護情報講習の支援です。
１、多言語で翻訳した法的保護情報講習のパワーポイント教材を作成し、NPO法人メンターネット（及び中小企業団体中央会他）のホームページや日本財団のカンパンブログで動画システム（gensee・展視）により視聴してもらう。現在、平成２２年度年賀寄附金配分助成金で英語・中国語はアップしているが、２０１２年７月の改正入管法施行等で改定する必要がある。（英語、中国語、ベトナム、フィリピン、カンボジア他）
＊動画システム・Genseeの活用セミナーを実施する。 参考HP: http://mentor.or.jp/ 
２、日本語教育、日本の生活習慣については、週１回（土曜日）講義をし、希望する技能実習生受入企業の宿舎又は事務所のパソコンで視聴してもらう。＊日本語指導アドバイザー・通訳者研修会を実施する。
３、事前日本語教育（会話チェック・２４講座・７２時間）については、日本での講義、教材関係の費用とする。（海外での日本語教育の費用については本助成金の対象でないので、技能実習生送出し機関や協同組合（管理団体）の＜寄附金を含む＞費用負担とする。）
４、全国的な技能実習生の交流会は参加を希望する協同組合を募集して行う。
＊地域のイベントに参加する場合も主催者が希望すればライブ中継をする。
５、技能実習生からの相談も受けながら、技能実習生を援護する関係団体の交流会・懇談会を実施する。

６、協同組合・企業・関係団体・技能実習生との相談・連絡・広報・プレゼンテーションのためにフリーダイヤル電話、Ｅメール、iPad、タブレット端末、スマートフォン等を利用する。

	(3) 申請事業により達成したい具体的成果目標：（事業を行うことにより実現したい成果目標をできるだけ数値目標として記載ください。質的成果の目標についても記載ください。）

	１、岡山県中小企業団体中央会（岡山県外国人技能実習生受入組合協議会）、日本語学校（学校法人アジアの風・岡山外語学院）、事業協同組合（管理団体）、企業（実習実施機関）、通訳者・行政書士・社会保険労務士・弁護士など専門家、各種社会資源などの協力を得て、研修・技能実習生援護のネットワークを構築し活動する。（そのことにより、岡山県内だけでなく全国、14万人の技能実習生が日本語能力を高め、安全・安心・快適に３年間日本で技能実習及び生活ができるよう援護をするモデル事業とする。）
２、法的講習は①入国管理法・技能実習制度②労働関係法③技能実習に係る不正行為がおこなわれていることを知った時の対応方法である。２０１２年１１月１日より施行された「不正行為に係る省令改正」により、管理団体である事業協同組合の「受入企業が不正行為をはたらかないよう、より一層、巡回指導、監査をする」役割が重要となった。本事業を通じて、事業協同組合を支援する中で、技能実習生受入企業が法令順守をし、不正行為や日本語でのコミュニケーションが不十分なため起こる技能実習生とのトラブルを減少させていくことが最大の目標である。（５協同組合、１，０００名以上の技能実習生に実施する。）
３、日本語学習のE-learningについては、専門の日本語教師により習得度チェック、会話練習をすることにより、日本人とのコミュニケーションを向上させ、技能実習2年目移行前の試験に全員が合格できるようにする。（3年間で習得する日本語能力はN4レベル以上とする。）

	(4) 申請事業に関わる事前実績：（申請事業を実施するに当たり、団体の過去の実績で申請事業に活用できるものがあれば記述ください。申請事業について他の団体等の協力が得られる場合もその旨を記述ください。）

	１、事前実績：
①６年前に研修・技能実習生受入の事業協同組合設立に関与し、来日直後の集合研修での日本語教育・オリエンテーションに講師を派遣した。

②平成２２年度年賀寄附金配分助成金でテレビ会議システムを使用した技能実習生の相談事業を実施。
③英語・中国語で翻訳した教材を使用し、パワーポイントで法的保護情報講習を継続させている。
④平成２３年３月に開催した「技能実習生関係者懇談会」などの協力団体のネットワークを継続している。
２、他団体の協力：

①岡山県外国人技能実習生受入組合協議会　岡山市北区弓之町４番19-202号
　　　　　　　　　　　岡山県中小企業会館２階・岡山県中小企業団体中央会内　電話：086-224-2245
②技能実習生受入の管理団体である事業協同組合（岡山市・倉敷市・総社市・井原市内の５組合他）
③学校法人アジアの風・宿泊研修センター及び岡山外語学院　日本語学校経営・日本語教育の講師
岡山市北区舟橋町２－１０ 電話：086-231-5211
④システムプロダクト株式会社　　動画システム・「Gensee・展視」の日本総代理店

岡山市北区表町１丁目３番５０号　電話：086-223-2192
⑤財団法人国際技術交流事業団　　ベトナム、フィリピン、中国等の送出し機関（日本語教育施設）との
連携、翻訳・通訳者　　岡山市北区問屋町２７－１０６　電話：086-244-7702
⑥カンボジア日本語センター　カンボジア王国・プノンペン　　Tel: (855)012 511 333 

	(5) 申請事業が持つ先駆性・社会性・実現性・緊急性：（これらは審査の際に評価項目になります。特に、申請事業が団体の経常事業ではなく、新規に企画されている事業、新規に試行や展開を行いたい事業であるという点、またその実現が広く社会に展開される可能性を持つ点などに着目して記述ください。）

	１、法的保護情報講習については、（既存の講義はテキストを読み上げているのがほとんどであるが）多言語で翻訳したパワーポイントを使用して講義をし、ホームページで公開しているのは、全国的にもないので先駆性がある。それをさらに、母国語により動画で解説し、公益財団法人国際研修協力機構・ＪＩＴＣＯでテキストもない言語（フィリピンのタガログ語、カンボジアのクメール語など）まで広げていく企画は社会性・緊急性があり、助成金が得られれば実現可能な社会的事業である。
２、動画システム（展視・Gensee）は、日本ではNPO法人メンターネットのグループでしか普及することができないもので、ユーチューブ・ユーストリームよりも多機能で効果的なシステムで新規性がある。タブレット端末・スマートフォンでも視聴できるようにする。
＊動画システム（展視・Gensee）は、動画自動制作により、動画とパワーポイント資料（目次つき）を同時に画面で視聴でき、ライブ中継・Web配信・オンデマンド配信できる。ライブ中にチャット・質問・アンケートもできる。　参考HP：　http://www.gensee.jp 
３、新規に企画した事業を日本国内でICTを活用し講義し、海外の日本語教育機関で受講してもらう日本語学習支援事業は、先進性もあり、発展途上国の研修生・技能実習生援護及び日本国内でできる国際協力の事業として効果がある。

	(6) 次年度以降の取組計画：（事業は助成を受けた年だけの一過性のものではなく、継続的・発展的に展開されることが望まれます。申請事業について、助成事業実施の翌年度以降の資金・人員を含む取組の予定を記述ください。）

	本助成金で全国的に認知いただけば、次年度以降、協同組合に活用いただき継続的・発展的に展開できるようにする。

１、資金については、当ＮＰＯ法人の賛助会員を募集する。同時に、事業協同組合など関係団体からの寄付、ホームページを通じての募金を集める。

２、動画システム・Genseeの日本の総代理店の代表者が当ＮＰＯ法人のメンバーで長期的にライセンスが使用でき、非営利団体には低コストで普及できるので持続可能な社会的事業とすることができる。
３、日本に入国する技能実習生が多国籍化しているので、通訳・翻訳者についても、多国籍の留学生のインターンシップを受入れ留学生援護にもつなげていく。

４、新規事業として、日本語学校と提携し、入国後１か月間の「講習」を宿泊施設も含めて受け入れる事業に発展させる。
そのコーディネートを当ＮＰＯ法人が行う。（今回の助成では配分金額に限度があるので申請しないが、見積書を添付します。）

＊見積書（岡山外語学院）：1,500,000円

条件：①一人・100,000円　②15名以上　③宿泊1か月（31日）分・・・アジアの風研修センター
　　　自炊　④日本語授業（1日８コマ・50分×２０日間）


　
　「活動分野助成対象経費基準」を参照し、以下の表を作成してください。基準において複数の見積が必要とされている項目（1件20万円以上の経費）は、複数の業者に見積書作成を依頼し、価格の低い見積を採用し、入手した見積書（コピー可）は、全て添付資料として提出ください。また、経費基準外の場合は金額に計上することはできません。積算根拠は必ず記載ください。団体役職員の人件費は積算根拠を時間数積み上げにて記載ください。
	活動事業費の内訳：

（金額は円単位としてください。積算根拠は見積書や添付資料参照とはせずに内容を必ずご記入ください。また、消費税等もご記入ください。申請金額・自己負担金額共に経費項目基準内のもののみ計上できます。）

	費　　目
	金　　　額
	積　算　根　拠

	
	
	

	謝　金
	１，２８０，０００円
	日本語講師・国内毎週１回×２時間×４０回＝450,000円、事前日本語研修・週２回×３時間×２クール＝500,000円

	
	
	研修会・セミナー講師・80,000円

	
	
	法的保護情報講習講師・25,000円×10回＝250,000円

	旅費交通費
	１１０，０００円
	講師３人・70,000円

	
	
	通訳者・事務局員ガソリン代・1,000円×10回×2人＝20,000円

	
	
	  同上　　　　　　　　　　　2,000円×５回×２人＝20,000円

	会議費
	１０，０００円
	お茶（ペットボトル）100本×100円＝10,000円

	
	
	

	
	
	

	会場借料
	５０，０００円
	研修会・セミナー・懇談会3回×5,000円＝15,000円

	
	
	しんきん合同ビジネス交流会参加会場借上料・35,000円

	
	
	

	借料損料
	３００，０００円
	コンテンツ作成ソフト・３００，０００円・１年間分の2分の１

	
	
	

	
	
	

	印刷製本費
	１３０，０００円
	コピー用紙・コピー代　1枚5円×１，０００枚×10か月

	
	
	チラシ・リーフレット・封筒等の印刷経費　80,000円

	
	
	

	通信運搬費
	５７８，０００円
	無線・モバイル（タブレット端末）4,000円×12カ月＝48,000円

	
	
	フリーダイヤル電話料金・20,000円×10か月＝200,000円

	
	
	配信サーバーレンタル・３０，０００円×１１か月

	広告宣伝費
	０円
	（ＮＰＯ、フリーペーパー、マスコミ等無料の広報）

	
	
	

	
	
	

	消耗品費
	２００，０００円
	ビデオ録画記録媒体・30,000円

	
	
	法的講習・日本語テキスト・参考資料１50,000円

	
	
	文具・用紙等・20,000円

	什器備品費
	５０４，８８０円
	動画配信機材・119,700円、パソコン・プロジェクタ・タブレット

	
	
	端末・ビデオカメラ・385,180円

	
	
	

	賃　金
	７７５，１２０円
	講座配信及び作成人件費・264時間×1,000円＝264,000円
本事業のための臨時雇用者・298時間×1,000円＝298,000円

	
	
	留学生インターンシップ（相談通訳等・通勤費含）・53,120円

	
	
	法的講習要員・10回×1,000円×2人×8時間＝160,000円

	雑役務費
	３４０，０００円
	通訳者・10回×1,500円×8時間×2人＝240,000円

	
	
	多言語翻訳（英語・中国語・タガログ語・ベトナム語・クメール語）

	
	
	20,000円×5か国語＝100,000円

	委託費
	９０，０００円
	ビデオ・ホームページ等作成

	
	
	

	
	
	

	その他
	０円
	

	
	
	

	
	
	

	合計（事業費総額③）
	事業費総額③：4,368,000円　
（内訳）配分申請金額①　　3,400,000円　　自己負担金額②　　　968,000円


	実施スケジュール（予定）

	年　月
	実施内容等

	２０１３．４
	事業開始準備会議

	
	備品類・機材・教材購入

	
	

	２０１３．５
	本事業広報、事業説明会、参加協同組合募集

	
	相談会開始（フリーダイヤル電話・E-mail）

	
	

	２０１３．６
	週１回・２時間の動画システムによる日本語教育開始（２０１４年３月まで）。E-learning 

	
	で実施後ホームページに順次掲載。

	
	法的保護情報講習・毎月１回（２０１４年３月まで）

	２０１３．７
	技能実習生受入関係団体の交流会・懇談会を実施。（巡回指導・監査等について）

	
	

	
	

	２０１３．８
	海外向け日本語教育（1か月、週2回、1回・３時間）　ベトナム

	
	

	
	

	２０１３．９
	中間総括し、本事業を改善

	
	

	
	

	２０１３．１０
	日本語指導アドバイザー・通訳者研修会を実施。

	
	

	
	

	２０１３．１１
	動画システム・Genseeの活用セミナーを実施。

	
	

	
	

	２０１３．１２
	

	
	

	
	

	２０１４．１
	海外向け日本語教育（1か月、週2回、1回・３時間）　カンボジア他

	
	

	
	

	２０１４．２
	次年度以降に事業を継続させる準備のための会議

	
	

	
	

	２０１４．３
	事業完了、ホームページなどで事業報告

	
	

	
	

















